
 

 

※令和４年６月２７日 提出 

 

C O N T E N T S 

１ 各会計補正額（水道事業除く）          P 1 

   ・一般会計（第４号） 

２ 各会計補正の財源内訳【歳入】          P 1 

３ 各会計補正の主な事業名等【歳出】        P 1 

４ 新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策     P 2 

  ○令和４年度 一般会計（第４号） 

令和４年度６月補正予算(案)の概要 
「ひと・まち・自然 みんなで紡ぐ さつま町」  

 



■　令和4年度　6月補正予算（案）の概要

※令和４年６月２７日 提出

１　各会計補正額（水道事業除く）

国民健康保険事業

後期高齢者医療

介護保険事業

農業集落排水事業

２　今回補正の財源内訳

【一般会計（第３号）：歳入】

15

16

19

20

３　今回補正の主な事業名等（★＝新規）

★

★

★

★

★

P 8

P 9

(3)
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金
給付事業（扶助費ほか）

35,388

(4) 児童福祉総務管理費（予算組替） ▲ 152

P 8～9(6) 農畜産業生産原価高騰対策事業費（交付金ほか） 73,468

子ども支援課
子育て支援係

保健福祉課福祉係

企画政策課地域振興係

【一般会計（第４号）：歳出】（◆＝新規，★＝新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策等関連） （単位：千円）

事　業　名　等 今回補正額 所管課係 予算書頁

P 6

P 7

一 般 会 計

―

(8)

191,259

P 7～8

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（扶
助費ほか）

13,967

66,204

（単位：千円）

歳入項目 今回補正額 備考

繰入金 30,000

388,814

3,539,029 0 3,539,029

66,204 0

(1) 地方交通対策事業費（交付金） 3,050

合 計

（単位：千円）

区　　　分 予算現額 今回補正額 補正後予算額

予算書頁

特
別
会
計

3,085,386 0 3,085,386

388,814 0

15,867,742 191,259 16,059,001

(2) 選挙事務費（役務費） 308 選挙管理委員会選挙係

国庫支出金 134,288

繰越金 26,663

県支出金 308

(5)

農政課農業政策
係、畜産係

耕地林業課耕地係

(9) 職員人件費（時間外勤務手当） 600 総務課行政係

(7) 中学校共通管理費（施設整備工事ほか） 44,050 教育総務課総務係

単独災害復旧費（過年）（農地、施設） 20,580
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令和4年度 一般会計補正予算（第4号）　　　１９１，２５９千円
　　　　　（うち新型コロナウイルス感染症対策関連予算　　　　１２６，４７３千円）

　　　　　（うちその他事業関連予算 　　　　 　　 　　　 　　　　 　　６４，７８６千円）

１．国の緊急対策等関係　　 　　　　    　　　　　４９，９５５千円

２．町の緊急対策等関係   　　　　　　　　　　　　７６，５１８千円

新型コロナウイルス感染症に係る緊急対策

農畜産業生産原価高騰対策事業費 73,468千円農畜産業者支援

•コロナ禍において、原油価格や物価高騰の影響を受けた農畜産業者の負担軽
減を図るための経費
施設園芸等燃料高騰対策交付金 20,000千円
配合飼料価格高騰対策交付金 32,000千円
稲作農家支援交付金 21,000千円

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 14,567千円子育て支援等

•新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食糧等の物価高騰
等に直面する低所得者の子育て世帯等に対し、その実情を踏まえた生活の支
援を行う観点から、児童一人当たり５万円の給付に係る経費
～子育て世帯生活支援特別給付金給付事業事業費補助（国10/10）
～子育て世帯生活支援特別給付金給付事業事務費補助（国10/10）

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業 35,388千円生活困窮者等支援

•新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した
方々が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、令和４年度に新たに住
民税非課税世帯となられた世帯に対して、１世帯当たり10万円の現金給付に要
する経費

～住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費補助（国10/10）
～住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事務費補助（国10/10）

地方交通対策事業費 3,050千円交通事業者等支援

•コロナ禍において、原油価格の高騰の影響を受けた交通事業者等の負担軽減
を図るための経費
地域交通等原油価格高騰対策交付金 3,050千円
※交通事業者等（地方路線バス事業者・タクシー等事業者・自動車運転代行業者）

※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業
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